2006年度第1回歴史地震研究会幹事会 議事録
　日時：2006年10月11日（水）10:00～14:00

　場所：東京大学地震研究所第2会議室
　出席者：都司（会長）、武村（副会長）、小松原、北原、植竹、林（以上、幹事）

　今年度の幹事会メンバーを会長から紹介．都司嘉宣（会長），武村雅之（副会長），小松原琢（総務委員長），宍倉正展（財政委員長），北原糸子（行事委員長），植竹富一（広報委員長），林豊（編集出版委員長）の幹事会体制である．
議事

1. 2006年大船渡大会の総括
　2006年9月16日の総会において，毎年の大会の総括を幹事会で行うべきとの意見があった．この意見を踏まえて，9月15～17日の歴史地震研究発表会や公開フォーラムなどの大船渡大会の一連の事業の経緯を省み，問題点を抽出するとともに，今後の対応策を議論した．
　出席者による情報交換の後，大会の経緯を省みた．大会の準備と運営にあたり，大船渡市ならびに山下会員に多大な迷惑をおかけする結果となった点を重視し，その不手際の原因の分析に焦点を当てて議論した．会長及び行事を担当する幹事が，開催地共催者である大船渡市および同市と深いつながりを有する山下会員と，十分な意思疎通を形成できなかった．さらに，そのことに対して，幹事会が十分な対処をできず，市民フォーラムのプログラム編成が地元の意向に沿わない形で実施された．これらが不手際の原因であると分析した．また，会務の運営一般に，各幹事が会長に頼り過ぎ，会長は各幹事への仕事の指示を遠慮する傾向があり，幹事会も会員の能力を積極的に活用することを遠慮している，という問題点も指摘された．
　大船渡大会の反省に立ち，幹事会における今後の対策を議論した．その結果，会長・副会長・行事委員長の役割と会務の進め方を明確にすること，幹事会の定期的開催によって協力体制の充実を図ること，幹事会議事録を会員に報告すること，などの対応策を立てて，今後の事業を進めることを確認した．
　以上の経緯分析と対応策に係る議論を踏まえて，「大船渡大会の総括」をとりまとめた．

2. 2007年下田大会の準備
　2006年9月16日の総会において，2007年の大会を下田市において開催することが決まった．北原行事委員長から下田大会に向けてのこれまでの準備状況について報告があり，今後の準備の進め方について議論した．

（報告）下田市から歴史地震研究会の大会の開催に賛同が得られ，市民課を窓口に準備を進めている．9月15～16日に下田市市民文化会館を市負担で借り，研究成果発表会と市民向けの講演会をこの日程で行う．市民向けの講演会の広報，大会参加者の宿泊所の斡旋について，市の協力が得られる見込みである．下田市は，静岡県と内閣府の後援を得ることを希望しており，この希望に沿えるよう歴史地震研究会として努力したい．11月に下田市との間で初回の打ち合わせを行う．
（方針）安政東海・南海地震に関して，内閣府の報告会を併せて実施すれば，内閣府防災担当の後援を得られる可能性がある．その方向で，市に交渉することとし，市民向けの講演会の演者と内容もそれに合うものを市に提案することを決めた．

（今後の予定）当面の準備工程を次のとおり確認した．11月には，市との初回打ち合わせ，巡検の実施の可否を決定する．その後，市民向けの講演会のプログラムなどを決めて，2月に地震学会ニュースレターへの開催案内を投稿する．3月の『歴史地震』発行時に，大会概要・発表募集・各種申し込み案内を送付する．
3. 中国・韓国の歴史地震研究者との共同研究提案の件
　佐竹健治会員から，「中国・韓国等との共同研究の提案について」と題する幹事会への検討事項の提案があった．提案された内容は，次のとおり．(1)史料や古い地震記録の再解析・情報交換で中国・韓国等との共同研究が重要であるから，2006年の下田大会に中国から1～2名の研究者を招聘すること，(2)（日本地震学会がつくば開催の招致を決定した）2008年のASC(Asian Seismological Commission)において，歴史地震のセッションを2008年の歴史地震研究会の研究発表会として実施する，あるいはASCと連続した日程で研究発表会を開催すること．

　提案(1)について検討した結果，下田市の賛同を得て大会の枠組みが決まりつつある中，招待講演のための特別なセッションを設けるプログラム上の余地がなく，実現性がないとの判断があり，幹事会としては，この提案を受け入れないこととした．ただし，仮に，会員が中国の歴史地震研究者を招聘して研究集会を開催することとなれば，会員への研究集会の紹介や参加呼びかけの協力の面で，積極的に関与してよい，という意見があった．
　提案(2)について，ASCの歴史地震のセッションを歴史地震研究会の研究発表会に代えることは，通常の発表会のプログラムから考えて，難しいとの意見が出た．一方で，ASCの開催日に近い日程・場所で大会を開くことは，参加者にメリットがあるとの意見もあり，2008年の大会について今後検討する場合の一候補とした．
4. 会員への議事録周知
　総会の議事録と幹事会の議事録を会員に届けるための具体的な方法を検討し，次のとおり決定した．(1)9月の総会とこの幹事会の議事録は，新会則および会員名簿と併せて，10月中に会員宛に郵送すること，(2)以降は定期的に，会員名簿に登録されたメールアドレス宛に電子メールで送信すること，(3)『歴史地震』の発行時に一年分の総会と幹事会の議事録を印刷物として収録すること，(4)送信先のメールアドレスの管理は財政委員会が担当すること．
第2回幹事会の日程
　12月4日（月）13～15時に東京大学地震研究所で開催する予定．
